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母子家庭の「声」と生活支援システムの構築にむけて
はじめに
本プロジェクトは平成17年から始まった全国的な「自
立支援プログラム」の実施にあわせ、八千代市と東洋
大学の森田研究室による共同プロジェクトとして「自
立支援プログラム」の開発研究から始まった。研究を
主に第1期と第2期に分け、それぞれ八千代市、世田谷
区と場所（フィールド）を変えながら「実践活動」「研
究活動」を表裏一体のものとして行い、両者を繋いで
いくものとして基礎シート=アセスメントシート等を開
発・試行した。
本稿では第1期の量的・質的調査によるアセスメント
シートの試行と研究成果を踏まえて、第2期の研究に向
けての方向性と世田谷区での実践の成果、課題につい
て述べていく。
1　第1期研究（八千代市）の振り返
りと第2期（世田谷区）の研究の
方向性
第1期の主な活動としては、八千代市在住の母子家庭
への量的調査及び質的調査を通じ、「自立支援プログラ
ム」としてアセスメントシート（基礎シート）をはじ
めとする各種シートを自立支援プログラム用に開発し、
その試行を行った（八千代市2008）。
試行は、生活保護を利用する母子世帯を対象とし、
主として生活保護ケースワーカーによって母子世帯の
理解を目的として実施された。同時に、生活保護ケー
スワーカーをサポートする目的で、定期的なスーパー
ビジョン、シートの利用方法の研修を行い、生活保護
ケースワーカーのヒアリング等を行った。
その結果から見えてきたことは、母子家庭の母親たち
は働こうという意思がないわけではないが、「就労意欲」
が他の分野の「健康」「生活スキル」等に比べ著しくス
コアが低いということだった。社会との直接的な接点
として「就労」というより、母親が、比較的自分のペー
スが守れる「生活」面に閉じこもっており、就労などの
社会関係より親族等の私的な人間関係や、人間関係その
ものが乏しい傾向があることがわかった（小林2011）。
また生活保護ケースワーカーへのインタビューからは
「母親への関わり方が分からない」「働けるのに働かない
のは理解できない」「指導するという関係がストレス」「就
労して（生活保護） をぬけたケースはほとんどない」等
の率直な感想、意見を聞くことができた。
これは生活保護担当のケースワーカーが自分たちの置
かれているポジションに疑問を持つと同時に、自分たち
と母親の関係性に疑問を感じている様子がうかがえた。
また第1期の研究では、生活保護ケースワーカーを通
してみた「母子家庭」であったが、そこから見えてき
たことは、ケースワーカーという「フィルター」を通
しての母親の声であり、また、そこからは子どもの生
活実態は全くと言ってよい程見えてこなかった。
そこで、第2期の研究としては、舞台を世田谷区に
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移し、母子世帯の地域における生活を支えるサービス
をテーマに据えて、①「どのようなサービスが地域に
あれば母子世帯は安心して暮らしていけるのか」とい
う母子が利用できるサービスメニューを検討すること、
②母の本当の「声」を聞き、どのようにサービスと結
びつけるか、を目的とした。このために、生活保護担
当のケースワーカーだけではなく、組織的制約を受け
ない比較的フリーの立場にある「母子家庭コーディネー
ター（仮称）」を設置することにし、母親の立場に立ち、
母親の代弁（権利擁護）をすることによって、母親の
本当の「声」を確認することを当面の課題とした。
そこで、第1期研究から第2期研究に向けて、いくつか
の修正を施した。まずは生活保護を受給しながら地域
で生活している母親に対して、それまで使用してきた
「基礎シート」では母親の状況はつかめても、詳しい子
どもの状況が見えてこないという限界点がわかった。
これまでは「関係性」に焦点を当てた「子どもとの
関係」という項目で処理していたが、子どもの状況を
把握するために、子ども用シートを独立して取り入れ、
子どもの「個人生活力」「社会生活力」のシートを使用
することとした。（図1　母＋子ども用シート個人生活
力・社会生活力）
また一方で、地域で生活保護を受給している母子と
比較することを目的として母子生活支援施設を利用し
ている母子に対してもシートを使用した。
2　第2期の研究の課題
（1）母子家庭の「見える」問題
母子家庭のよく知られている一般的な諸問題、つま
り母子家庭の「見える」問題がある。
「平成27年度国民生活基礎調査の概況」によると全世
帯の平均所得は541.9万円であり、中央値は427万円で
ある。一方母子家庭の所得は「平成23年度全国母子世
帯等調査」によると平成22年で母子世帯の母自身の平
均年間収入は 223 万円、そのうち平均年間就労収入は 
181 万円、世帯の平均年間収入（平均世帯人員 3.42人）
は 291 万円となっている。
母子家庭の貧困問題は、一般によく知られている事
であるが、実は貧困「状態」にあるというだけで、ど
こがどのように貧困なのか、また貧困ゆえにどのよう
な問題が起きているのかということはほとんど見えて
きていない。経済的貧困が、母子家庭の生活場面のど
こにどのような影響を及ぼしているのかが問題である。
また同調査では母子世帯数は約123.8万世帯であり、
全世帯から見るとわずか2.3％に過ぎないが、近年の離
婚数の増加と母親と末子の低年齢化により今後大きな
問題となることが予想される（図2）。
母子世帯に限ったことではないが生活保護の現状を
見ると、世帯数、保護人員は増加し続けており、「自立」
する可能性が低くなっていることは自明のことである。
これは単に貧困を「経済的」な貧困に限って理解するの
ではなく、その社会的文脈において「社会的排除」とし
て理解していくことが求められる。そしてどれだけ具体
的に社会的排除の諸相を、より「具体的」に「見える」
形にしていけるのか、が課題となるだろう。
（2）母子家庭の「見えない」問題の「見
える」化への布石
母子生活支援施設を利用者している母子は、東京都
の場合、原則、利用期間を2年間と定めている施設が多
いが、実際には2年間では自立できないという問題が見
（図2）離婚件数の年次推移　－昭和25 ～平成20年－
（出典）平成２１年度「離婚に関する統計」
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られる（社会福祉法人　東京都社会福祉協議会　母子
福祉部会　2015）。
母子に対する地域のサービスは種々あり、施設、各
種相談機関、手当等給付制度、在宅サービス等が整備
されつつある。それにも関わらずなぜ地域で自立でき
る母子家庭と自立できない母子家庭がいるのかという
問題があがっていた。そこで地域で生活している母子
と施設で生活している母子を比較することにより、具
体的に地域においてどのようなサービス、社会資源が
必要かを明らかにすることが課題となった。
また行政サービスが利用者の自立に直接的に結びつ
かない理由として、第1期の研究結果からもわかるよう
に、利用者の生活範囲=社会的人間関係がとても狭く
なっていることがあげられる。これはサービスがあっ
ても、そこに手が届かず、つまりアクセスすることが
難しい、ということを表しており、利用者は生活が困
難な状況に置かれれば置かれるほど追い詰められ、反
対に様々なサービスはアクセスという点では遠ざかっ
ていくことを意味している。
一定の地域では行政等サービス自体は存在にも関わ
らず、そこに展開する行政等サービスと利用者を「結
びつける」ことそれ自体に問題があるのではないだろ
うか。もちろん全ての母子があてはまるわけではない
が、問題を抱えれば抱えるほど地域でサービスに結び
つかず「孤立」していく様子が見えてくる。
① 生活保護での基礎シート等の使用
試験的に2ケースを選び基礎シート等を使用してい
る。まだ定期的に使用しているケースでは年に1 ～ 2回
程度の使用にとどまり、データとしてはまとまってい
ないが、これらのシートを使用した生活保護ケースワー
カーのヒアリングから、シートを使用した感想として
「母親との年齢差があって、どこから関わってよいの
かわからなかったがこのシートをもとにコミュニケー
ションが図れた」「シートがあったので、母子の理解が
進んだ」等の肯定的意見が聞かれている。
さらに母子家庭支援コーディネーター（仮称）が関
わることによって、母親がどのような問題を抱えてい
るのか、どのようなニーズを持っているのか、という
ことをケースワーカーとの同行訪問をすることによっ
て聞き取る予定である。
② 母子生活支援施設でのシートの使用
区内にある母子生活支援施設を対象として、そこを
利用している母子にも基礎シート等を使用している。
これは地域で暮らしている母子と比較することにより、
施設を利用している母子は、どのような内容の支援が
あれば地域で暮らしていけるのか、ということを明ら
かにするために母子生活支援施設の利用者にも試行的
にシートを使用している。
また、施設職員の支援の「質」の向上を目的として、
全ての利用者に対して、シートを使用している。
具体的には、年2回の個別支援計画の策定に合わせて
シートを利用者、職員それぞれに記入してもらい、施
設職員、子ども家庭支援センター職員、母子家庭支援
コーディネーター、スーパーバイザー（東洋大学）に
よる実践検討会（スーパービジョン）を実施している（①
平成26年1月、②平成26年12月、③平成26年12月、④平
成26年7月）。
スーパービジョンを通して見えてきたことは、まず
第1に職員の力量の問題・課題であり、具体的には、①
利用者理解の不足（母親の理解）とそれに伴う職員の
母親への関わり方の混乱があげられる。これは主に、
母親の人格障害、精神障害等が疑われるケースが多い。
これは適切に対処しないと職員間での混乱や職員の
バーンアウトを引き起こす可能性がある。②次に職員
の混乱を引き起こしていく要因としてあげられるのは、
職員をはじめとする関係者がバラバラの「価値観」で
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母親を理解しているのではないかということである。
これは関係者が母親に対して「生活者」という視点、
もしくは「母親」という視点＝社会的役割という視点
からとらえ、理解してしまうことに起因している。ま
ず生活者、母親という以前にひとりの「女性」という
視点を持つことが理解していくうえで重要である。母
親の立場・役割の整理をし、理解することにより自分
たちがどのような観点からケース検討を行っているの
か明確化していく意義がある（図3「母親」理解の3つ
の視点）。
3　『母子家庭支援コーディネーター
（仮称）』による母子の問題の「見
える」化
（1）母子家庭支援コーディネータ （ー仮称）
の設置
生活に困る母子世帯の母親に対して、まず援助者と
して関わる代表が生活保護担当ケースワーカーであろ
う。ワーカー・クライエント関係は、リプスキーによ
る「ストリートレベルの官僚」という言葉に表現され
るように、対等な関係とは言い難い状況にある。母親
と直接的に相対する生活保護ケースワーカーは、母子
世帯の母親から見れば、自分たちを「理解してくれない」
存在であると同時に「生殺与奪」の権限をもっている
存在であろう。母にしてみれば、本当は自分たちのこ
とを理解してくれて自立を助けてくれる身近な存在な
のであるが、やむなく距離を取らざるを得ない存在に
なってしまっている。反対にケースワーカーにとって
は、またそこで母との距離が生じると、余計に母のこ
とが理解できなくなるという悪循環を生みだしている。
そのために本研究では第2期より「母子家庭支援コー
ディネーター（仮称）」を設置することにした。母子家
庭支援コーディネーターは、①　直接的に母子家庭の
生活に「権限」を持たず、同時に母子家庭に心理的に
近い存在＝理解者として、②　母と子どもの権利を擁
護していくことを目的、として東洋大学の協力のもと1
名を設置した。
主な機能としては、①母、子どもの意思を尊重した
権利擁護、②生活保護担当のケースワーカー、子ども
家庭支援センターのケースワーカー、母子生活支援施
設の職員との連携、連絡調整があげられる。
（２）「母」から見た母子生活支援施設の
実態
①自立支援シ トーの評価、②施設職員等への要望、を明
らかにするために、母親に対して母子支援コーディネ ターー に
よって実施した調査では、利用者19名を対象として記名式で
実施した（図4　自立支援シ トーを使って役に立ったと思うこと
（複数回答））。
図3「母親」理解の3つの視点
図4　自立支援シ トーを使って役に立ったと思うこと
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その結果、①自立支援シートの評価として、最も多
かったのが「自分の生活や自立について考えた」であり、
これは今まで、母が自分の生活を客観的に振り返る機
会がなかったということがわかる。次に多かったのが
「施設職員と話せる機会ができて良かった」であり、自
立支援シートが、コミュニケーションのきっかけをつ
くるためのツールとして役割を果たしたものといえる。
自由記述としては、「全体を考えられるようになっ
た。」「シートを使用するようになってから、面談が簡
易になった感じがあるので深いところも押さえて話せ
るともっと有難いです。」「日々忙しく過ごしていると
忘れがちになってしまう自立への方向性を分かりやす
く整理できたことで時々見返し、初心に帰って考える
機会を持てたことが何よりありがたかったです。」等の
記述があった。
次に、母（8名）との個別面談を行い、主に、①施設
や区の職員（子ども家庭支援センター）からの支援で
うれしかったこと　②　子育てや暮らしの困りごと、
ほしいサポート　③　自立支援シートの感想・意見、
を中心にヒアリングを行った。
入居中に受けてうれしかった支援は（当事者ヒアリ
ングの結果から）
・ 「母親だけでの対応が困難（自分の急病、精神疾患
の悪化、子どもの衝動的行動）の相談に乗ってくれ
る。」
・「子どもを預かってくれる。」
・「家事の手伝い」
・ 「精神的にストレスがたまったときに気軽に話を聞
いてもらえる（即応性、敷居が低い）」
・「学校の種類の理解や手続き等の補助」
・「子どもを一人で留守番させなくて済む」
・「高年齢男児の支援（お風呂の入り方など）」
・「学校の書類の理解や手続き等の補助」　
・「子どもを1人で留守番させなくて済む」
・ 「高齢男児の支援（お風呂の入り方など）」等があげ
られた。　
「母子家庭支援コーディネーター（仮称）」による職
員のヒアリングの結果は「母親だけでの対応は困難」
なこと（自分の急病、精神疾患の悪化、子どもの衝撃
的行動）の相談に乗ってくれる」「子どもを預かってく
れて、家事の手伝い、精神的なストレスがたまった時
に気軽に話を聞いてもらえる」「学校の種類や手続き等
の補助がある」「子どもを１人で留守番させなくて済む」
という回答があった。興味深かったのは、「高齢男児の
支援（お風呂の入り方等）」で、気がつくようで気づ
かなかったことが、ヒアリング結果から分かった。こ
のようなニーズに対しては既存のサービスでは対象と
なっていない。
結果、これらの調査をまとめると、「母が相談・支援
を求める場面・事柄」は「母の健康」「生活スキル」「子
どもの育ち」「地域との関係」「子どもとの関係」「就労・
就学）」「親・兄弟等関係」「子の父」「新しいパートナー」
「その他」に整理することができる（表1）。
これらの母が相談したいと思う場面・内容は、今回
は施設で生活する母からの相談を職員が受け止めたも
のであるが、これは地域で暮らしている母子家庭全体
に当てはまることでもある。そしてこれらの個々のニー
ズに対して地域で支援していく必要があるだろう。
これは従来の調査では調査をする側から見た「問題」
として一括してくくられたもので、母の視点に立って
「本音」を捉えたものとは違ったものとなっている。
4ここまでの成果と今後の課題
（1）権利擁護の視点～当事者の「声」を
聞くことの重要性～
平成24年に厚生労働省から出された『母子生活支援
施設運営指針』では施設運営・支援方法を貫く基本的
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視点として、母と子の「権利擁護」が出されている。
しかしこの中では何ら具体的な視点・方法は出されて
いない。この社会の中で母子が置かれている位置を理
解するには「母子家庭の母親が、就労と家事と子ども
の養育を1人で遂行することには無理があるという前
提」 （神原　2010: 234）に立つ視点が欠如している。母
子の立場に立つということは、援助者視点ではなく、
どこまでも当事者視点に立つということである。ここ
ではその意味で、権利擁護＝当事者視点としてとらえ
ていきたい。
またその視点に立ったツール開発が求められており、
いかに当事者の「声なき声」を代弁し言語化していく
かが重要である。
（2）相談機能の必要性～母子家庭支援コー
ディネーター（仮称）の必要性～
問題を抱えながら地域で暮らしていくことは、細々
な日常生活での「悩み事」を抱えながらも、それをど
うすることもできずにいる状態にある。（表1）からも
わかるように政策的に対応する問題もあれば、日常生
活上で対応していく問題もある。それは問題解決とい
う点だけでなく、同時に母子家庭の心理的負担を軽減
する役割を負っている。
母子の視点に立つと、「相談」機関は窓口が分散して
いて必ずしも使いやすくはない。母子にとって、もっ
と身近で、しかも何でも話せるところが必要であり、
その役割を担うのが『母子家庭支援コーディネーター
（仮称）』であろう。
（3）子どもの育ちの「見える化」
今回の研究では、母の声を聴くことはできたが、子
どもの声を直接聞くことはできなかったことが課題と
してあげられる。「母子家庭」として一体的にとらえる
のではなく、「母」「子ども」それぞれ権利主体として
とらえていくことが必要であり、「子どもの育ち」とい
う点から考えるならば、「母」と「子ども」のニーズは
必ずしも一致しないと考えるべきであろう。
（4）予防的支援の視点
社会のシステムとしては、不安定な位置にありなが
ら地域で暮らしている母子をどのように支えていくか
が課題であろう。母子家庭支援コーディネーターの設
置によって、母を支えていくことができれば、自立が
比較的容易になるし、たとえ一時的に生活保護世帯を
利用しても、そこに停滞してしまうになることも少な
くなるのではないだろうか。今後、地域社会に求めら
れる課題のひとつになるだろう。
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（表 1）母子家庭が相談・支援を求める場面・事柄
※2017 年 1月現在作成途中
母の健康
母の健康
子どもとの関係 
子どもを叱ってしまう
通院 子どもがやってほしいことをやらない
ストレス 仕事の帰宅が遅く子どもの面倒を見られない
精神的落ち込み 母を馬鹿にする
就労・母の就学
就職
生活スキル
家計のやりくり 職場の人間関係
掃除 給料
食事づくり 辞めたい
整理整頓 転職
買物代行 資格取得
生活保護への移行 モーニングコール
ヘルパー導入 病児・病後児保育
子どもの育ち
保育園さがし、入園、転園 高卒認定取得
就学 仕事の出張
受験・進学
親・きょうだい等の関係
親族との関係
学習の遅れ 親族からの借金
仲間に入れない 　
不登校 　
兄弟げんか 　
暴力
子の父
離婚の手続き
子どもの発達 養育費の不払い
育児の具体的方法 養育費の減額
子どもの病気・けがの対応 父子交流
保育園送迎 元夫からの執拗な連絡
モーニングコール 　
学童保育　　下校後の見守り 　
保育園終了以降の補助保育
新しいパートナー
新しいパートナーと子どもの関係
友人関係　　いじめ 新しいパートナーと親族の関係
性的成長（入浴時など） 　
嘘をつく 　
お金（ゲームソフト）など盗む万引き
その他
借金返済
病児・病後児保育 住居（転宅含）
食事　　買物 自身の成育歴
地域との関係
入所者同士の問題
関連機関への苦情
学校、役所などからの便りの説明、記入法
